
［別紙２］　重要業績指標（ＫＰＩ）一覧 【智頭町】
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1-1-1 町施設の耐震化率 66.7% 取組推進 ○ ○

1-1-2 公立小中学校の耐震化率 100% 100% ○ ○

1-1-3 特定天井等非構造部材の定期点検等の対策 検討中 取組推進 ○ ○ ○

1-1-4
公立学校における安全性に問題のあるブロック塀の撤
去・改修

100% 100% ○ ○ ○

1-1-5
通学路における安全性に問題のあるブロック塀の撤
去・改修

調査中 取組推進 ○ ○

1-1-6
緊急輸送道路と防災拠点のアクセス道路橋梁の耐震化
率

指標なし 取組推進 ○ ○

1-1-7 住宅の耐震化率 30% 取組推進 ○ ○

1-1-8 多数の者が利用する住宅以外の建築物の耐震化率 100% 100% ○ ○

1-1-9 医療施設（公立病院）の耐震化率 100% 100% ○ ○ ○ ○

1-1-10 社会福祉施設の耐震化率（公共） 100% 取組推進 ○ ○ ○ ○

1-1-11 感震ブレーカー設置率 取組中 取組推進 ○ ○

1-1-12 家具などの転倒防止対策実施率 取組中 取組推進 ○ ○

1-1-13 耐震性貯水槽数 7箇所 取組推進 ○ ○

1-2-1
津波浸水想定区域図の見直しに基づくハザードマップ
の作成・公表

該当なし 該当なし ○ ○

1-3-1 河川監視カメラ増設による洪水情報の配信 該当なし 該当なし ○ ○

1-3-2
住民に分かり易い河川水位情報の提供
（氾濫危険水位等の見直し）

該当なし 該当なし ○ ○

1-3-3
避難勧告の発令等に着目したタイムライン（防災行動
計画）の作成

該当なし 該当なし ○ ○

1-3-4 重要ため池のハザードマップ作成 該当なし 該当なし ○ ○

1-3-5
水防法及び土砂災害防止法に係る社会福祉施設等の避
難確保計画の作成率

7% 取組推進 ○ ○

1-4-1 土砂災害ハザードマップ作成率 100% 100% ○ ○

1-4-2
土砂災害警戒情報等の伝達手段の複数化(ﾃﾚﾋﾞ地上波
(NHK)、防災行政無線、CATV、緊急速報メール、SNS)

取組中 取組推進 ○ ○

1-4-3 防災教育・裏山診断等の実施による住民意識の向上 該当なし 該当なし ○ ○ ○

1-5-1 関係機関と連携した道路除雪の実施 45%
連携強化による

体制充実
○ ○ ○ ○

1-5-2 道路積雪のホームページによる情報配信 取組中 取組推進 ○ ○

1-6-1 戸別受信機による避難情報等の伝達体制の整備 整備済 取組推進 ○ ○ ○

1-6-2 防災情報システム等の整備運用と災害等情報の配信 取組中 取組推進 ○ ○

1-6-3
浸水、土砂災害に備えた関係機関が連携した協議会の
実施(水防連絡会：国３事務所、県、19市町村)

年1回開催 取組推進 ○ ○ ○ ○

1-6-4 避難行動要支援者個別計画の策定 取組中 取組推進 ○ ○

1-6-5 避難行動要支援者名簿の作成 取組中 取組推進 ○ ○

1-6-6 自然災害等に対処する県との訓練実施
鳥取県水防訓練

への参加
継続実施 ○ ○ ○

1-6-7 自然災害等に対処する防災訓練の実施
町防災訓練実施

（年１回）
継続実施 ○ ○

1-6-8 関係機関との合同訓練の実施
町水防訓練実施

消防署管内での合同演習 継続実施 ○ ○ ○

2-1-1 適正な備蓄量確保（飲料水、食料、生活関連物資）
鳥取県連携備蓄

品の確保
継続実施 ○ ○ ○

2-1-2
民間企業、団体等との飲料、食料、生活関連物資の調
達に係る連携の推進

8協定締結 継続実施 ○ ○ ○ ○

2-1-3 各種協定の締結、各機関・団体等との連絡調整の実施 29協定の締結 継続実施 ○ ○ ○ ○

2-1-4 上水道基幹管路の耐震化率（町管理） 11% 取組推進 ○ ○

2-1-5 上水道BCP策定（町管理） 未策定 取組推進 ○ ○

2-1-6 地震対策上重要な下水道管渠の耐震化率 52% 取組推進 ○ ○ ○

2-1-7 下水道BCP策定 策定済 実効性向上 ○ ○ ○

2-1-8 簡易トイレ備蓄数 66セット 継続実施 ○ ○ ○

2-1-9 マンホールトイレシステムの整備 7基 継続実施 ○ ○

2-1-10 避難所運営リーダーの養成 取組中 取組推進 ○ ○

2-1-11 福祉避難所の指定 1施設 取組推進 ○ ○

2-2-1
孤立する恐れのある集落における携帯電話不感地区の
解消

該当なし 取組継続 ○ ○ ○
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2-3-1 広域防災拠点として利用可能な施設の確保 5カ所 取組推進 ○ ○ ○

2-3-2 消防庁舎の耐震化率 0% 100% ○ ○

2-3-3 消防団の装備資機材の充実強化 取組中 取組推進 ○ ○

2-3-4
情報連絡員(リエゾン)派遣による被害情報の確実な伝
達

取組中 取組継続 ○ ○ ○ ○

2-3-5
保健医療・福祉に係る職能団体との災害時の相互協力
に関する協定締結

3協定締結 取組推進 ○ ○ ○ ○

2-3-6 支え愛マップ取組自治会等箇所数 52集落 58集落 ○ ○ ○

2-3-7 消防団員数 415人 415人 ○ ○ ○

2-3-8 自主防災組織　組織率 86% 取組推進 ○ ○ ○

2-3-9 自主防災組織訓練実施 取組中 取組推進 ○ ○ ○

2-3-10 自主防災組織の資機材整備 取組中 取組推進 ○ ○ ○

2-3-11 防災士（防災リーダー）の登録者数 9人 取組推進 ○ ○ ○ ○

2-4-1 医療機関BCP策定率（公立） 100% 取組推進 ○ ○

2-4-2 定期接種による麻しん・風しん接種率 1期:100%、2期:82% 取組推進 ○ ○ ○ ○

3-1-1 町BCP策定 策定済 実効性向上 ○ ○

3-1-2 町庁舎の非常用発電機の配備 100%
取組推進及び
耐水性向上

○ ○

3-1-3 ICT-BCP（情報システム部門の業務継続計画）策定率 0% 取組推進 ○ ○

3-1-4 業務システムへのクラウドサービス導入 導入済 取組推進 ○ ○

4-1-1 超高速情報通信網整備 整備済 継続運用 ○ ○

4-1-2 防災関連通信設備の機能強化 取組中 取組推進 ○ ○

5-1-1 木材素材生産量 36,400m3 取組推進 ○ ○ ○

5-2-1 道の駅や遊休施設等を活用した「小さな拠点」の数 5地区 取組推進 ○ ○ ○

6-1-1
農山村地域における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ施設導入への支
援

取組中 取組推進 ○ ○ ○ ○

6-1-2 次世代自動車の普及促進に係る充電器施設設置基数 7基 取組推進 ○ ○ ○

6-2-1 浄化槽に占める単独処理浄化槽の割合 61% 取組推進 ○ ○ ○

6-2-2 農業集落排水施設の機能診断実施処理区数 5処理区 取組推進 ○ ○ ○

6-2-3 災害時協力井戸の登録 0基 登録数拡大 ○ ○ ○

7-2-1 地域ぐるみで農地の維持に取り組む農用地面積の割合 48% 取組推進 ○ ○

7-2-2 森林の多面的機能を維持するための間伐の実施 取組中 取組推進 ○ ○

7-2-3 農林水産業関連の新規就業者数 6名 取組推進 ○ ○

7-3-1 河川における水質事故発生時の関係者連携 取組中 取組推進 ○ ○ ○ ○

7-4-1
正確な情報収集と情報発信する体制づくりを行う県外
での観光情報説明会の開催

該当なし 取組推進 ○ ○ ○ ○

8-1-1 災害廃棄物処理計画策定 未策定 100% ○ ○

8-1-2 災害廃棄物対応訓練の実施 該当なし 該当なし ○ ○

8-2-1 建設業における担い手の確保・育成の取組 取組中 取組推進 ○ ○ ○

8-2-2 建設業協会との防災協定の締結 締結済 継続実施 ○ ○

8-4-1 地籍調査進捗率 40% 55% ○ ○ ○

8-5-1
広域的な避難を想定した県内自治体及び県外自治体と
の相互応援協定の締結

取組中 取組推進 ○ ○ ○

横①-1 主要観光施設の無料公衆無線LANの設置 3カ所 取組推進 ○ ○ ○ ○

横①-2 中山間集落見守り協定締結件数 24件 取組推進 ○ ○

横②-1 公共施設等総合管理計画の策定・運用 策定済 個別計画の策定 ○ ○

横②-2 インフラ長寿命化計画による適切な維持管理 運用中 取組推進 ○ ○


